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１．はじめに  

 国土交通省はICTによる生産性向上を目指して「i-

Construction」を推進している．その中でコンクリー

ト工の効率化の一つとしてサプライチェーンマネジ

メントがあり，具体策として「施工関連情報の電子

化」1)が挙げられている．この動きを受けて国土交通

省の「第6回 コンクリート生産性向上検討協議会」

において「生コン情報の電子化」2)が日本建設業連合

会（以下，日建連）より提案された． 

本報告では，国土交通省「建設現場の生産性を飛躍

的に向上するための革新的技術の導入・活用に関す

るプロジェクト」3)を活用し，2018 年度に国土交通省

発注工事において「生コン情報の電子化」を試行した

結果を紹介し，今後広く運用するための課題につい

て考察する． 

 

２．「生コン情報の電子化」の背景 

 フレッシュコンクリートの品質は練上がりからの

時間の経過とともに変化するため，コンクリート標

準示方書にて打込み完了までの時間を定めている．

工事現場では，その時間管理を生コン車毎に行い，品

質記録として打設記録帳票を作成している（図-１）．  

これまでは，工場の練混ぜ開始から現場への到着

までがレディーミクストコンクリート納入書（いわ

ゆる「生コン伝票」，図-２），打込み完了時刻（実務

上は荷卸完了時刻）の野帳への記録という「紙」の情

報であり，生コン車の運搬や打設進捗の状況は，繁忙

のなか電話や無線で連絡を取り合う必要があった．

また打設作業完了後は残業をして紙情報から帳票を

入力する必要があった（図-３）． 

生産性向上のためには，これら「紙」情報の電子化

を行い，帳票作成作業を省力化することが必要であ

る．また電子化することにより工事関係者がリアル

タイムに情報共有を行うことが可能になる． 

 

 

 

図-１ コンクリート工事の管理フロー 

 

 

図-２ 生コン伝票のイメージ 

 

 

図-３ これまでの情報の伝達と整理 
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これまでゼネコン各社では生コン打設の情報共有 

システムを開発し，練混ぜ開始時刻の把握のために

工場で IC カードをタッチする，タブレット端末でワ

ンタッチ入力する等の操作を生コン工場へ個別に依

頼してきた．しかし，このことは工場の出荷担当者に

も負荷となっており，操作忘れ・間違いのリスクや工

事現場の受入側の入力項目も多いことなどの課題が

あった（図-４）．  

 

３．今回の試行内容と適用システム 

「生コン情報の電子化」のイメージを図-５に示す． 

今回，JIS で規定されている生コン伝票の記載内容

を，製造時に生コン工場の出荷管理システムから電

子データとしてクラウド上の「生コン情報共有サー

バ」に自動送信し，工事現場における伝票の「納入時

刻発」（練混ぜ開始時刻），運搬車車番，納入容積の入

力を省略した．現場到着，打込み開始・終了の各時刻

については工事現場にてタブレットでワンタッチ入

力することで，打込みの状況を「見える化」した． 

なお，本試行では監督・検査業務の効率化に向けた

試行として，現場で行うスランプ試験等の動画配信

を行い，動画・写真の画像情報も品質試験情報に関連

付けしてクラウド上に保存することも併せて実施し

ている．これらの情報は供給者・施工者・発注者の三

者にてリアルタイムに共有できるようにした． 

試行の実施体制を図-６に示す．試行は，現行で品

質管理システムを活用している大成建設，効果の調

査を担当する成和コンサルタント，コンクリート生

産性向上協議会の議長である横浜国立大学の前川宏

一教授と生コンの出荷伝票情報を扱う出荷管理シス

テム会社５社（住友セメントシステム開発，ハカルプ

ラス，パシフィックシステム，ユーエム・システム，

リバティ）で構成するコンソーシアムが担当した．ま

た，試行にあたり，日建連および全国生コンクリート

工業組合連合会が協力した． 

使用した品質管理システムは T-CIM®/Concrete4)

をベースとしたもので，協力工事での実証には日建

連向けに汎用版のシステムを別サーバにて用意した

（図-７）．  

本品質管理システムは Web ブラウザによる表示の

ため，パソコン，タブレット／スマートフォンを問わ

ず利用することが可能となっている．品質管理シス 

 

図-４ 従来のシステム化の例（工場側の操作） 

 

 

図-５ 今回の生コン情報電子化のイメージ 

 

 

図-６ 試行の実施体制 

 

 

図-７ 「生コン情報電子化」システムの構成 
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テムでの表示画面例を図-８に示す．  

 

４．電子化試行工事と取得データの分析 

電子化の試行は次の５工事で行い，２）～５）の工

事では「生コン情報の電子化」の利用前と利用後での

差異を計測した． 

近畿地方整備局 

１）天ケ瀬ダム再開発トンネル流入部の躯体工事 

２）天ケ瀬ダム再開発トンネル減勢池部の覆工 

工事 

関東地方整備局 

３）横環南栄 IC·JCT の橋脚・フーチング工事 

４）東京港臨港道路南北線中央防波堤内側地区の 

カルバート頂版工事 

５）東京国際空港際内トンネルのカルバート側壁 

工事 

（工事名は略称である，文末の経緯参照） 

調査項目は表-１の通りである． 

 各試行工事での比較分析の対象は表-２の通り，可

能な限り同種工事・同規模の工事を比較分析した．各

工事での運搬から打込みのプロセスにおける時間デ

ータと構造物の打設層間の打重ね時間間隔を表-３ 

に示す． 

工事２）～５）では従来方法と電子化の打設を比較

できる．（工事３-２は，打設数量が異なるがポンプ 1 

台当たりの打設ペースはほぼ同様であるため比較が

可能である）．  

 

 

 

 

 

 

 

 
図-８ 生コン品質管理システムの表示画面例 

表-１ 生コン情報電子化の効果に関する調査項目 

表-２ 生コン情報電子化の効果の比較分析の対象 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

工種 試行区分
施工規模

（概算数量）
比較方法

従来① ２００m3
従来② １５５m3
電子化① １５５m3
電子化② １５５m3
従来 ３４m3

電子化 ３４m3
従来 １０００m3

電子化 ２８００m3
従来 １２００m3

電子化 １２００m3
従来 １５０m3

電子化 １６０m3
比較的小規模打設での
従来と電子化を比較

大規模打設での従来と
電子化を比較

トンネル覆工

橋脚躯体

フーチング

ボックスカル
バート頂版
ボックスカル
バート側壁

層状打設の躯
体

（画像の転送等の検討）

従来①②の平均と
電子化①②の平均
を比較

小規模打設の従来と
電子化を比較
大規模打設どうしを比較
（打設数量が異なる分は換算）

電子化①～⑤ ４２０～５５０ｍ3

東京湾
臨港道路

４）

５）

試行現場

１）

２）
天ヶ瀬ダム
減勢池部他

天ヶ瀬ダム
流入部本体

横環南
栄IC·JCT

３-1）

３-2）

東京国際空
港際内トンネ

表-３ 取得した時間データ 

-85-



従来の方式と今回の電子化の結果を比較すると現

場の打込み作業時間について運搬車のポンプ付け間

隔が平均１～７分，打設層の打重ね時間間隔が平均

で１～５分工事短縮されていることが分かった． 

図-９には，施工者へのヒアリングの結果を含めて

明らかになった打込みの工夫を示した．生コン情報

の利用により，次の運搬車が現場に到着する時間が

リアルタイムに予測できるようになると，次のよう

な工夫をして「できるだけコンクリートの打込みが 

途切れないように」調整する施工を行っている． 

・次の運搬車が続けてきている場合：③の打込みを

早めて，次の運搬車をポンプに速やかにつける． 

・次の運搬車がおくれてきている場合：③の打込み

を遅くして，次の運搬車の到着まで打込みを引き

延ばし，次の運搬車が付いた時点で速やかにポン

プ車につける． 

 

このように現場作業で行う打込みの工夫（打込み

速度に緩急を付けた管理の仕方）が明らかとなり，生

コン情報の電子化が現場の生産性と施工品質の双方

の向上に効果があることが明らかになった． 

 図-10 に示すように電話の回数については半分以

下となり，打込み状況の共有により繁忙時に電話で

確認する手間が省けていることがわかる．一方，戻り

コンについては電子化による情報共有とは必ずしも

相関していないという結果になった．また，施工者や

供給者である生コン工場にヒアリングを行った結果

と合わせると図-11 のように打設現場の作業時間は

最大 20%程度短縮される．特に打設記録帳票を作成す

る工事事務所の内業は 50%以下となることが確認で

きた．特に施工者については，生コン情報の電子化が

生産性向上に大きく寄与していると認められる． 

試行関係者へのヒアリングでは次のような事項が

メリットとして挙げられた． 

【施工者】 

・到着時刻が予測できるため，打設のサイクルを調

整できる． 

・運搬車が途切れると分かったときに休憩するなど

労務管理にも有効． 

・工場との出荷調整の話がスムーズだった． 

・電話の回数，内業時間の削減に効果があった． 

 

 

図-９ 打込み品質確保に関する工夫の概念 

 

図-10 戻りコンや電話連絡回数などの比較 

 

 

図-11 工場と現場での作業に要する時間の比較 

 

【供給者】 

・出荷管理システムと連動することで，品質管理シ

ステム向けにボタン押下げなど特別な操作が不要

になったことは良い． 

・プラントと現場の状況が同時にリアルタイムでわ

かるのは利点である． 

・共同納入時に現場と他工場の双方の状況が同時に

わかるのが良い． 

・工場側で GPS を併用している場合でも運搬車個々

の運搬時間が記録されるので渋滞の発生時期がつ
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かみやすい． 

・現場に何台いて，うち何台が待機中かわかるのが

便利である． 

【発注者】 

・工事の進行状況全体の把握がしやすいと評価． 

・品質試験の動画による確認は可能であることは分

かったが，通信の双方向性や検収の方法について

工夫が必要． 

 

このように「生コン情報の電子化」には生産性向上

や施工品質の更なる向上に効果があると考える． 

 

５．「生コン情報の電子化」の汎用化に向けた課題 

 本試行でのヒアリングなどを通じて今後，広く汎

用化して展開していく上での課題もあることが分か

った． 

（１） システム環境面 

a) 生コン工場のネットワーク環境 

出荷管理システムのバージョンが古いもしくは

生コン組合や工場のグループ会社のネットワーク

に直接接続されているため，インターネット環境

を利用できない場合がある． 

伝票データ受信のクラウドサーバは通常のファ

イヤウォールやウイルス対策の他に通信経路の暗

号化や WAF（Web Application Firewall）導入によ

る情報セキュリティ対策を講じているが，生コン

工場側のパソコンについても既存のインターネッ

ト接続がない場合には接続先を限定するなどのセ

キュリティ対策を講じた上でネットワーク接続を

推進する必要がある． 

b) 生コン伝票情報統合サーバの管理 

今回の試行では，日建連が成和コンサルタント

に委託し，日建連向け品質管理システムと「生コン

伝票情報統合サーバ」を１台のサーバ上に構築し

た．今後，利用が拡大した場合に，次項の「生コン

伝票のペーパーレス化」にも関連して「生コン伝票

情報統合サーバ」を独立させ，維持運用費を課金す

る仕組みが必要と考える．供給者側の関連組織も

しくは，いずれかの公的機関で運用されることを

検討する必要がある． 

ｃ）生コン伝票のペーパーレス化 

 現在，生コン伝票自体は JIS A 5308：2019 の 12.2

に「生産者は，運搬の都度，運搬車 1 台ごとに，レデ

ィーミクストコンクリート納入書を購入者に提出し

なければならない．」と規定されている．そのため，

伝票記載内容のデータ情報の送信とは別に現状，「紙」

伝票の交付・受領が必須となっている． 

 伝票自体がペーパーレス化されれば，供給者，施工

者共に伝票整理・保管作業が簡素化され，生産性向上

に寄与する．併せて「レディーミクストコンクリート

配合計画書」についてもペーパーレス化されると供

給者，施工者共にメリットがあると考えられる．今回

の試行では技術的検証として保管された伝票データ

から改ざんが困難な読み取り専用の伝票 PDF ファイ

ルを生成し，施工者の品質管理システムで表示を行

った．国土交通省の i-Construction に関するロード

マップ 5)でもペーパーレス化に関連しては「JIS 等基

準改定協議」（2019 年度以降）として取り上げられて

いる． 

一方で現状の「紙」伝票には以下の二つの機能が

あり，実際の運用を考慮しながら，検討される必要

があると考える． 

１）商取引上の納品書，受領書 

２）生コン車の運転手に対する作業指示書 

まずはペーパーレス化と並行して伝票記載情報の電

子化の定着が進んでいくことを期待したい． 

（２）運用面 

a)生コン組合の理解 

 各生コン工場に導入されている出荷管理システ

ムが各地区の生コンクリート協同組合の所有の場

合や組合のネットワークに接続されている場合が

ある．今回は試行として特別に許可が出たが，地区

毎に理解を得る必要がある． 

 生コン組合へ説明をした際にも「見える化への

懸念」として配車数がぎりぎりの時に渋滞の影響

などによる到着遅延が明らかになるため，施工者

側から増車要求などの根拠にされると本来の目的

から外れてしまうことになるという指摘があった． 

 また，広く展開していくために供給側のメリッ

トを検討していく必要がある． 

b)各施工者の生コン伝票データの共通活用 

 これまで各施工者は工場からの情報取得にあた

り，独自に開発したシステムを通じ，配合や出荷順，

運搬車車番，納入時刻発，納入容積などの情報を取
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得してきた．生コン組合や工場も，各施工者が個々

にシステムの利用を依頼していくことにはネガテ

ィブである． 

 今回の伝票情報のクラウド化にあたってはまず

伝票情報交換の共通フォーマットを定義した．記

載項目の増加など拡張性を考慮し，XML ファイル形

式を採用している．国内シェアの約 85%を占めるシ

ステム５社間で共通フォーマットを統一できたこ

とは利用拡大に有効と考えられる． 

今後は工場からの情報取得について今回の試行

成果として得られた共通データフォーマット・通

信方式を適宜開示していきたい．生コン伝票デー

タという「上流」部分は共用し，品質管理システム

は個社の特徴のあるシステムでも，汎用化された

安価なシステムでも自由に利用できる共通基盤を

関係機関で構築していく必要があると考える． 

 今回の試行では，生コン伝票受信サーバと個社

の品質管理システム（T-CIM®/Concrete）のサーバ

の間で，システム間連携の実証を行い，問題がない

ことは確認できている． 

c)建築分野との協働 

 生コン組合や工場とのヒアリングの中では施工

者の建築分野による参加への大きな期待があった．

建築分野への出荷は生コン全数量の 60％程度を占

めており，首都圏に至っては 90％程度に達する．

「生コン情報の電子化」を進めるにあたっては生

コン組合や工場に関わる「伝票データの電子化」に

ついて土木・建築での共通化が求められている．生

コン組合や工場は施工者毎，土木・建築毎で異なる

システムの利用を工場に要望されることに負担を

感じており，工場の操作について統一されること

に期待している． 

 

６．おわりに 

 システム展開上の課題は残るものの，生コン組合

や工場に個別の理解を得ながら，「生コン情報の電子

化」は一部地域から徐々に進んでいる．建設業の生産

性向上と更なる品質向上に向けて，大きな流れとな

っていくことを願ってやまない． 
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におきましても試行工事を実施することができまし

た．試行にあたり，当該工事の発注者様，施工者様お

よび関連の東京都区・神奈川・洛南の各生コンクリー

ト協同組合様，組合所属の生コンクリート工場様の

多大なるご協力を得ました．ここにお礼を申し上げ

ます． 
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